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令和 ６年 ４月 １日から 

令和 ７年 ３月３１日まで 

 

長 崎 県 住 宅 供 給 公 社 



事  業  概  要 

 

当公社は、国及び県の住宅政策に基づき、令和６年度において、公社賃貸住宅等の管理事業、

県営住宅等の受託管理事業及びその他事業を下記のとおり実施した。 

    

 

１． 分譲事業 

（１） 分譲用地造成事業 

諫早西部団地開発事業用地における土地費等を１８億７，５９１万８４２円で実施した。 

 

 （２）宅地等販売事業 

    諫早西部団地（東－２地区）２７３．６６㎡とたちばな団地２０９．１３㎡の２宅地   

を譲渡価格２，２７６万円で販売した。 

 

 

２．公社賃貸住宅等管理事業 

公社所有の賃貸住宅７３５戸、西諫早地区センターほか３店舗、チトセピアほか 

１２カ所の駐車場及び定期借地権土地２１区画等の管理経営を行い、家賃等収入は 

５億９，２９０万３，９９４円であった。 

  

 

３．管理受託住宅管理事業 

（１）公共団体住宅管理事業 

県から長崎市、佐世保市、諫早市、大村市、時津町及び長与町に所在する県営住宅１２，

１９０戸（準公営・特定公共賃貸住宅を含む）及び県営住宅駐車場１０，４２３区画の指定

管理業務を受託し、受託収入は７億４，９９７万７，４３８円であった。 

 

 

（２）民間住宅特優賃住宅等管理事業 

長崎市に所在する高齢者向け優良賃貸住宅２２戸及び公社特別賃貸住宅５戸の管理業務

を受託し、受託収入は７９万４，４１２円であった。 

 

 

４．その他事業 

（１）業務受託事業 

高齢者特定優良賃貸住宅入居資格審査業務を受託し、受託収入は３万３，０００円であっ

た。 

 

（２）長期割賦事業 

 公社及び住宅金融支援機構の割賦債権回収業務を行い、利息等収入は２９万８，７２８円

であった。 



１．

1,711,674,435      

89,697,277         

1,875,910,842      

1,875,910,842      

25,796,484         

4,023,794          

△ 1,222,710       

3,705,880,122      

２．

3,806,544,331      

4,633,780,696      

△ 2,213,243,765   

2,757,893,851      

△ 1,365,796,964   

△ 9,386,097       

3,296,610          

2,624,766          

2,624,766          

49,790,377         

118,270,455        

△ 106,147,692     

36,802,247         

18,599,567         

△ 17,734,200      

1,826,906          

1,826,906          

1,025,402,011      

900,698,212        

89,000,000         

35,703,799         

△ 1,656,662       

4,884,531,729      

8,590,411,851      

貸　　借　　対　　照　　表

令和　７年　３月３１日現在

内　　　　　　訳 金　　　　　　額

（　資　産　の　部　）

科　　　　　　　　目

円 円

長崎県住宅供給公社

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

分 譲 事 業 資 産

分 譲 資 産 建 設 工 事

前 払 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

賃 貸 施 設 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 損 損 失 累 計 額

そ の 他 事 業 資 産

長 期 事 業 未 収 金

有 形 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

建 物 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

長 期 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 等

そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計



３．

160,151,563        

158,290,226        

1,974,828          

37,408,641         

10,601,786         

368,427,044        

４．

1,194,007,996      

2,461,473          

203,471,309        

320,548,771        

675,057,050        

62,523,426         

229,951,500        

382,582,124        

470,935,347        

2,866,481,946      

3,234,908,990      

５． 10,000,000         

６．

490,200,520        

66,540,000         

423,660,520        

4,855,302,341      

5,345,502,861      

5,355,502,861      

8,590,411,851      

内　　　　　　訳 金　　　　　　額

（　負　債　の　部　） 円 円

科　　　　　　　　目

流 動 負 債

次 期 返 済 長 期 借 入 金

未 払 金

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

長 期 借 入 金

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（　資　本　の　部　）

資 本 金

預 り 保 証 金

繰 延 建 設 補 助 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

計 画 修 繕 引 当 金

負 担 金 精 算 損 失 引 当 金

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

非 償 却 資 産 取 得 補 助 金

そ の 他 の 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

そ の 他 の 固 定 負 債



１．

22,760,000         

22,760,000         

592,903,994        

373,014,404        

1,097,232          

218,792,358        

750,771,850        

749,977,438        

794,412            

331,728            

33,000             

298,728            

事　業　収　益　合　計 1,366,767,572      

２．

4,477,007          

4,477,007          

423,216,653        

269,923,319        

1,922,019          

151,371,315        

742,576,541        

741,801,228        

775,313            

653,221            

4,884              

648,337            

事　業　原　価　合　計 1,170,923,422      

３． 51,399,769         

144,444,381        

科　　　　　　　　　目

分 譲 事 業 原 価

分 譲 宅 地 事 業 原 価

至　令和　７年　３月３１日

内　　　　　　訳 金　　　　　　額

そ の 他 の 事 業 収 益

分 譲 事 業 収 益

事 業 収 益

賃 貸 管 理 事 業 収 益

分 譲 宅 地 事 業 収 益

公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 収 益

民間特優賃住宅等管理事業収益

長 期 割 賦 事 業 収 益

一般管理費及び販売費

長 期 割 賦 事 業 原 価

損　　益　　計　　算　　書

自　令和　６年　４月　１日

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 収 益

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

事 業 原 価

中高層賃貸住宅管理事業収益

受 託 事 業 原 価

そ の 他 の 事 業 原 価

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 原 価

公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 原 価

中高層賃貸住宅管理事業原価

賃 貸 管 理 事 業 原 価

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

民間特優賃住宅等管理事業原価

事 業 利 益

長崎県住宅供給公社

円 円

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 収 益

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 原 価

受 託 事 業 収 益



４．

2,040,340          

3,352,430          

5,392,770          

５．

84,062,546         

84,062,546         

65,774,605         

６．

89,937             

20,190             

110,127            

７．

3,504,269          

3,504,269          

62,380,463         

特　別　利　益　合　計

雑 損 失

特 別 損 失 合 計

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

経 常 利 益

受 取 利 息

当 期 利 益

そ の 他 経 常 費 用

内　　　　　　訳 金　　　　　　額

減 損 損 失

その他経常費用合計

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 損 失

そ の 他 経 常 収 益

その他経常収益合計

雑 収 入

科　　　　　　　　　目

円 円



長崎県住宅供給公社

金 　 　 　 額

期　　首　　残　　高 490,200,520

当期増加高又は減少高 -                 

非償却資産取得に係る補助金受入に係る増加高 -                 

期　　末　　残　　高 490,200,520

期　　首　　残　　高 4,792,921,878

当期増加高又は減少高 62,380,463

62,380,463

期　　末　　残　　高 4,855,302,341

期　　首　　残　　高 5,283,122,398

当期増加高又は減少高 62,380,463

期　　末　　残　　高 5,345,502,861

合
　
　
計

剰余金計算書

自　令和　６年　４月　１日
至　令和　７年　３月３１日

項　　　　　　　　　　　　　目

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金

当 期 純 利 益



円 円

40,700,933       △ 57,644,872     

分譲事業活動による収支 △ 4,692,041     △ 43,544,086     

△ 4,692,041      317,527           

分譲宅地の譲渡による収入 22,760,000        △ 18,952,945     

分譲宅地事業による支出 △ 27,452,041     

-                △ 961,664,682    

分譲用地の譲渡による収入 -                事業資産形成活動による収支 △ 160,714,057    

分譲用地事業による支出 -                △ 144,258,602    

分譲施設の譲渡による収入 -                賃貸事業資産形成の収支 -                

分譲施設事業による支出 -                その他事業資産形成の収支 -                

167,435,326      事業用土地資産形成の収支 △ 16,455,455     

64,237,509        有価証券等の取得・償還等による収支 △ 800,620,000    

一般賃貸住宅管理事業による収入 357,156,670       有価証券等の償還等による収入 -                

一般賃貸住宅管理事業による支出 △ 291,898,154    有価証券等の取得等による支出 △ 800,620,000    

中高層賃貸住宅管理事業による収入 1,097,232         その他の投資活動による収支 △ 330,625        

中高層賃貸住宅管理事業による支出 △ 2,118,239      有形固定資産形成による収支 △ 330,625        

特定優良賃貸住宅管理事業による収入 -                有形固定資産形成による収支 -                

特定優良賃貸住宅管理事業による支出 -                無形固定資産形成による収支 -                

その他の有形固定資産等形成の収支 △ 330,625        

賃貸施設等管理事業の収支 103,197,817       その他の収支 -                

施設等管理事業による収入 214,001,774       

施設等管理事業による支出 △ 110,803,957    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 159,891,303    

△ 8,143,995     事業活動に係る資金の返済による収支 △ 159,891,303    

公共団体住宅管理事業の収支 △ 8,515,683      分譲事業に係る借入金の返済による支出 -                

受託管理事業による収入 724,216,421       賃貸管理事業に係る借入金の返済による支出 △ 159,891,303    

受託管理事業による支出 △ 732,732,104    その他の事業に係る借入金の返済による支出 -                

都市再生機構住宅管理事業の収支 -                投資活動に係る資金の借入による収支 -                

受託管理事業による収入 -                分譲事業資産形成に係る借入金による支出 -                

受託管理事業による支出 -                賃貸管理事業資産形成に係る借入金による支出 -                

民間特優賃住宅等管理事業の収支 371,688           その他の事業資産形成に係る借入金による支出 -                

受託管理事業による収入 1,147,001         -                

受託管理事業による支出 △ 775,313        -                

その他事業活動による収支 5,926,019        長期借入金の借入による収入 -                

業務受託事業の収支 △ 1,584          長期借入金の返済による支出 -                

受託事業による収入 3,300             

受託事業による支出 △ 4,884          

長期割賦事業の収支 5,927,603         　 　

長期割賦事業による収入 6,575,940         　 　

長期割賦事業による支出 △ 648,337        　 　

その他事業の収支 -                　当期中の資金収支合計 △ 1,080,855,052  

その他事業による収入 -                　前期繰越金　（現金及び現金同等物） 2,792,529,487 

その他事業による支出 -                　次期繰越金　（現金及び現金同等物） 1,711,674,435 

その他の財務活動に係る資金の調達及び返済による収支

賃貸住宅管理事業の収支

分譲事業資産形成の収支

その他の収支

賃貸管理事業活動による収支

投資活動によるキャッシュ・フロー

その他有形固定資産形成に係る借入金による支出

管理受託住宅管理事業活動による収支

自　令和　６年　４月　１日

至　令和　７年　３月３１日 長崎県住宅供給公社

区　　　　　　分 区　　　　　　分

キャッシュ・フロー計算書

金　　　　　額 金　　　　　額

住宅宅地分譲事業の収支

施設等分譲事業の収支

一般管理活動に係る収支

その他経常損益に係る収支

特別損益に係る収支

事業活動によるキャッシュ・フロー



　　　(1)  満期保有目的債券  　

償却原価法 　

　　　(2)  その他の有価証券のうち時価のないもの 　

移動平均法による原価法 　

　　   個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）による。

　 　

　　　(1)  賃貸事業資産  　

建物等資産　・定額法 　

　　　　　  ・耐用年数　１７年～５０年

　　　(2)  有形固定資産 　

建物等資産　・定額法

　　　　　  ・耐用年数　１５年～５０年 　

その他の有形固定資産

　　　　　　・定額法

　　　　　  ・耐用年数　　５年～１５年

　　　(3)  無形固定資産 　

・定額法

・自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）による定額法

  

　　　(1)  貸倒引当金 　

     　  賃貸管理事業未収金その他これに準ずる債権の 貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
　　　
　　　 貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等の 特定債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
　　　
　　　 見込額を計上している。

     　  なお、シティビル債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
　　　 
　　　 

　　　(2)  賞与引当金 　

　　　　 役職員の賞与給付に備えるため、必要額を計上している。 　

注　　　記　　　事　　　項

　１　有価証券の評価基準及び評価方法 　

　２　分譲事業資産の評価基準及び評価方法 　

　３　固定資産の減価償却の方法 　

　４　引当金の計上基準 　

１　重 要 な 会 計 方 針 等



　　　(3)  退職給付引当金 　

　　　　【簡便法により退職給付費用を計上している】

　　　 　職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都合退職による期末要支給額の全額を計上している。

　　　 

　　　(4)  計画修繕引当金 　

     　  賃貸住宅資産の経年劣化等に対処するために、将来の一定期間内に計画的に実施する修繕工事に要する
　　　 
　　　 費用の計画総額を基礎として計上する。団地別・工事項目別に、計画総額と計画修繕引当金の期末残高の
　　　 
　　　差額を、当該一定期間内に均等に 配分した額を計上している。
　　　

　　　(5)  債務保証損失引当金  

     　  債務保証の履行により発生する求償債権の回収不能による損失に備えるため、個別に回収可能額を検討
　　　  
　　　 して、回収不能見込額を計上している。

　　　(6)  負担金精算損失引当金 　

     　  賃貸資産建設資金の公共団体負担金を現物弁済によって精算する際に発生する資産の簿価と負担金額の
　　　 　
　　　 差額を将来の損失見込額として計上している。

　　　 

　　　(1)  分譲事業収益及び費用 　

     　  収益は物件の引渡日をもって計上し、費用は発 生の事実に基づき計上している。

　　　

　　　(2)  賃貸管理事業及びその他事業の収益及び費用 　

     　  収益は期間または契約等により定められた役務の給付をもって計上し、費用は発生の事実に基づいて
　　　 
　　　 計上している。

　　　(3)  その他の収益及び費用 　

     　  収益は実現主義に基づき、費用は発生主義に基づき計上している。

　　　 

　５　収益及び費用の計上基準 　



　　　(1)  分譲資産建設工事及び賃貸資産建設工事 　

     　  分譲資産及び賃貸資産の建設工事に関連する借入金の利息及び特定の販売管理費用で、当該建設工事
　　　 
　　　 完了までのうち正常な期間内のものは、原価に算入している。

　　　 

　　　〈当期算入額〉　 　

  　　　・分譲資産建設工事への当期算入額  　 　１，８７５，９１０，８４２円 　 　

  　　　・賃貸資産建設工事への当期算入額     　  　　　　　　　　　　　－円 　 　

　 　 　 　

　　　(2)  事業用土地資産 　

     　  事業用土地資産取得に関連する借入金の利息で当該土地の開発計画策定期間、又は造成工事期間等の
　　　 　
　　　 うち正常な開発期間内のものは、原価に算入している。

　　　 

　　　〈当期算入額〉　 　

  　　　・事業用土地資産への当期算入額 　　　　　－円 　

　　 　リース取引に係る会計処理については、「地方住宅供給公社会計基準」の改訂（平成２０年３月１４日）
　　 　
　　 に基づき、ファイナンス・リース取引については、原則として通常の売買取引に係る方法に準じて会計処
　　 
　　 理を行っている。但し、個々のリース資産に重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸借取引に
　　 
　　 係る方法に準じて会計処理を行っている。

　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 　

　　

　
　

   　１．固定資産の減損については、「地方住宅供給公 社に係る減損会計処理基準」を適用している。
　　 　
　　　 減損にあたっては、資産グループごとに当該資産グループの回収可能価額を算定し、帳簿価額が回収可
　　
　　 能価額を上回った場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失として計上してい
　　 
　　 る。なお、減損損失累計額については、償却資産は間接控除、非償却資産は直接控除している。

　　 

   　２.　会計上の変更及び誤謬に関する会計処理 　
　　　
　　　　地方住宅供給公社会計基準の改定（平成２４年３月１５日施行）に基づき、企業会計基準第２４号
　　　
　　　「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準および同適用指針」に準じ会計処理を行っている。

　　　

　　 　補助金により取得した賃貸事業資産については、補助金は固定負債の繰延建設補助金に計上し、対応す
　　 　
　　 る取得資産は取得原価を基礎に計上している。

 

　９　その他重要な事項

１０　補助金により取得した償却資産の計上方法 　

　７　リース取引の処理方法 　

　８　消費税等の会計処理方法 　

　６　建設期間中の支払利息等の原価算入方法 　



 該当なし 　 　

 　

該当なし 　

 該当なし 　

 　

 　
(１)固定資産の減損 　

　➀当年度の財務諸表に計上した金額 　

　　　賃貸事業資産　３，８０６，５４４，３３１円 　

　　　減損損失　　　　　　　３，５０４，２６９円 　 　

　②財務諸表利用者の理解に資する情報 　

　　ア　算出方法 　

　　　公社減損会計処理基準に従い、賃貸事業資産については団地を単位としてグルーピングを行い、減損の
　　 　
　　兆候が認められる資産グループについて、当該資産グループから得られる割引前キャッシュ・フローが帳
　　 　
　　簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してい
　　 　
　　る。

　　　回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額は固定資産税評価
　　 　
　　額を基に当公社で設定した調整率を乗じて算出し、使用価値は将来キャッシュ・フローを現在価値に割り
　　 　
　　引いて算出している。 　

　　イ　主要な仮定 　

　　　将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、当該資産グループの事業収入及び事業費用で
　　 　
　　あり、賃貸住宅等の家賃、入居率及び管理に要する費用等に基づき見積りを行っている。

　　 　

　　ウ　翌年度の財務諸表に与える影響 　

　　　賃貸住宅資産全体の減損処理状況は、補足情報「５　賃貸資産等について」の（1）に記載しており、
　　 　
　　翌年度に減損損失を計上する可能性は低いと見込んでいる。

　１４　重要な会計上の見積り

１３　会計上の見積りの変更 　

１１　会計方針の変更 　

１２　表示方法の変更 　



(２)計画修繕引当金

　➀当年度の財務諸表に計上した金額

　　　計画修繕引当金　　２２９，９５１，５００円

　②財務諸表利用者の理解に資する情報

　　ア　算出方法

　　　賃貸事業資産の経年劣化等に対処するために計画的に実施する修繕工事について、団地別・工事項目別
　　
　　に実施時期及び修繕費用を見積り、修繕計画を策定している。次回の修繕費用を実施時期までに引当てら
　　
　　れるよう計画額と計画修繕引当金の期末残高の差額を、実施までの見込み年数で均等に配分した額を繰入
　　
　　れており、実施年度において引当て累計額（計画額）を取崩している。

　　イ　主要な仮定

　　　見積りの基礎となる団地別・工事項目別の修繕計画の主要な仮定は、修繕工事の実施時期及び費用であ
　　
　　り、実施時期は当公社で定める計画修繕引当金の引当基準の標準的な実施年数により、修繕費用は直近の
　　
　　同種の工事の実績額により見積もっている。

　　ウ　翌年度の財務諸表に与える影響

　　　賃貸住宅の個別の劣化状況等の変化又は建設物価等の変動等により修繕計画に変更があった場合は、計
　　
　　画修繕引当金に影響を及ぼす可能性がある。また、修繕工事の実施年度において見積りと実績に乖離が生
　　
　　じた場合は、追加の修繕費が発生する可能性がある。

 



　　 　　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の限度超過額
　　 　  

ペイオフ該当預金なし。  

 　

　　　(1)  保証債務の内容   
 

　　 　　民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融支援機構の保証債務
　　 　  

 
　　　(2)  保証債務の額  

　　　(1)  賃貸借取引による所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）  

　　　　　 地方住宅供給公社会計基準におけるリース取引に係る会計基準の改定（平成２０年４月１日施行）
　　　　 
　　　　 以前及び改定以後の所有権移転外 ファイナンス・リース取引のすべてについて 通常の貸借取引に
　　　　
　 　　　係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　　 

償却資産に係るリース取引  

・主なリース資産 ： 車両  

・償却方法 ： 賃貸借取引を準用  

・未経過リース料期末残高  

  

　一年内　 　３，５５６，８００円   

　一年超　 　４，５９３，０００円   

合計 　８，１４９，８００円   

　 　　　　　　　　０円　

　 　

　  ４　長期預り金等の長期借入金への振替について
　　　

　　　　長崎県からの建設出資金等（長期預り金及び長期割賦金）について、長崎県・公社双方とも借入金と
　 　 
　 　 して認識しており、その実態を踏まえ長期借入金に振り替えている。

　 　  

 

　  ２　保証債務について  

 

２　補 足 情 報

　Ⅰ　貸借対照表に関する事項  

 

 ６８，９１１，４５１円

　　　　 　

　  １　預金のペイオフについて  

　  ３　リース取引について



　 ５　賃貸資産等について  

　　　(1)  賃貸事業資産  

　　　「地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解」に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資産の状況は以下の
　　  
　　とおりである。  

減損の兆候 減損の認識 減損の計上    

団地 団地 団地 団地     

１４ ３ なし なし     
  

ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所     

１４ １ なし なし     

ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所     

３ なし なし なし     

資産  

種類 前期末残高 当期増減額 当期末残高     

円 円 円 円     

１ 1,717,922,800 1,717,922,800 0 0      

円 円 円 円     

30 37,463,936 △227,910 37,236,026 34,533,944      

 

※ 事業用土地資産の諫早西部台第２工区は再建計画における回収計画額を、第３工区は鑑定評価額をもって計上している。
　  
※ 事業用土地資産は、流動資産の分譲事業資産に振替え、令和６年度に諫早西部団地開発事業として公募を開始した。
　  
※ その他土地は減歩資産以外の土地で、時価は固定資産税評価額を参考としている。

ヶ
所
数

貸借対照表計上額

当期末の時価

　　　(2)  事業用土地資産等

種別
資産の

グループ数

賃貸住宅

賃貸施設

そ の 他

減損処理の状況

 

 

 

 

 
 

 

 

その他
土　地

事業用
土　地
資　産

  

 

 

 



　　　(1) 分譲事業関連費 　

　　　　　諫早西部関連費 　

　　　 　　３，３７１，５２８円 　

　　　　　支払消費税

　　　 　１３，８０４，９０４円

　　　　　その他 　

　　　 　　　　１７３，０００円 　

　 　

　　　(2) 賃貸管理事業関連費 　

　　　　　川口団地立退移転促進費

　　　　 ３５，０３５，８３７円

　　　　　支払消費税 　

　　　　 　７，３６７，８７２円 　

　　　　　その他 　

　　　　 　２，９７２，３０３円 　

　　　(3) その他事業関連費 　

　　　　　保有地除草・伐採費 　

　　　　 １０，３３７，０００円 　

　　　　　保有地保全工事 　

　　　　 　７，７９１，０００円

　　　　　支払消費税 　 　　　

　　　　 　２，９５０，２８５円 　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　 　
　　　　　その他

　　　　 　　　２５８，８１７円

　Ⅱ　損益計算書に関する事項 　

　  １　雑損失の主要なものについて 　



　　　(1)  固定資産売却益の内訳 　

　　 　　　保有地売却益 　

　　　　 　　　　　８９，９３７円 　

　　　(2)  貸倒引当金戻入益の内訳 　

　　 　　　家賃等貸倒引当金戻入益 　

　　　　 　　　　　２０，１９０円 　

　　　(3)  減損損失の内訳（代替用土地） 　

　　　　 　　３，５０４，２６９円（破籠井大迎） 　　　　 　　　　　　　　　　－円　

　

　 　

　　　 　　　　　　　　　４９０円（花高特設駐車場）　 　 　　　　　　　　　　　　

　　　 　　　　　　　　　４９０円（花高特設駐車場）　 　　　　　　　　　　　　

　

　

　 　
　

　
　　　　  　
　 　

　　　　 　　　　　　　　

　 　

　 　

　Ⅱ　損益計算書に関する事項 　

　  ２　特別損益の主要なものについて 　　


